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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　広帯域光を送達するのに適した送達ファイバ・アセンブリであって、前記送達ファイバ
・アセンブリは、微細構造を有する送達ファイバおよびコネクタ部材を備え、前記送達フ
ァイバは、光を入射するための入力端と、光を送達するための送達端とを有し、前記送達
ファイバは、コア領域と、前記コア領域を包囲するクラッド領域とを備え、前記クラッド
領域は、屈折率Ｎｂｇを有するクラッド・バックグラウンド材料と、最大でＮｉｎｃの屈
折率を有し、長手方向に延びる固体材料の複数の介在物とを備え、Ｎｉｎｃ＜Ｎｂｇであ
り、前記クラッド領域内の前記複数の介在物は、前記コア領域を包囲する介在物の少なく
とも２つのリングを備える断面パターンに配置され、前記コア領域は、最大で約１５μｍ
の直径を有し、前記コネクタ部材は、前記送達ファイバの送達端部分において前記送達フ
ァイバに対して取り付けられ、前記送達ファイバは、約２００ｎｍ以上の伝送帯域幅を有
し、前記送達ファイバは、偏波保持光ファイバ（ＰＭファイバ）である、送達ファイバ・
アセンブリ。
【請求項２】
　前記コネクタ部材は、前記送達端に対して距離を置いて、微細構造を有する前記送達フ
ァイバの前記送達端部分において、微細構造を有する前記送達ファイバに対して取り付け
られ、したがって、前記送達端は、前記送達端を受信導波路と物理的に接触して接続する
ために前記コネクタ部材を通過している、請求項１に記載の送達ファイバ・アセンブリ。
【請求項３】



(2) JP 6835752 B2 2021.2.24

10

20

30

40

50

　前記伝送帯域幅内の少なくとも１つの波長について、また、少なくとも前記送達端部分
に沿って、微細構造を有する前記送達ファイバは、一定のモード・フィールド径を有する
、請求項１または２に記載の送達ファイバ・アセンブリ。
【請求項４】
　少なくとも前記送達端部分に沿って、微細構造を有する前記送達ファイバは、伝送波長
についてモード・フィールド径範囲を有し、前記モード・フィールド径範囲は、前記範囲
における最低モード・フィールド径の約３０％以下であり、前記範囲における前記最低モ
ード・フィールド径は、前記伝送帯域幅の最低波長のモード・フィールド径である、請求
項１乃至３のいずれか１項に記載の送達ファイバ・アセンブリ。
【請求項５】
　前記送達ファイバは、前記伝送帯域幅内の少なくとも１つの波長についてシングル・モ
ードである、請求項１乃至４のいずれか１項に記載の送達ファイバ・アセンブリ。
【請求項６】
　前記送達ファイバは、１つまたは複数の応力要素を備える、請求項１乃至５のいずれか
１項に記載の送達ファイバ・アセンブリ。
【請求項７】
　前記送達ファイバは、約０．７以下であるコア領域直径対ピッチｄ／Λを有する、請求
項１乃至６のいずれか１項に記載の送達ファイバ・アセンブリ。
【請求項８】
　前記クラッド領域内の前記複数の介在物は、前記コア領域を包囲する介在物の少なくと
も４つのリングを備える断面パターンに配置される、請求項１乃至７のいずれか１項に記
載の送達ファイバ・アセンブリ。
【請求項９】
　前記送達ファイバは、シリカ・ファイバであり、前記介在物は、ダウン・ドープされた
シリカを含む、請求項１乃至８のいずれか１項に記載の送達ファイバ・アセンブリ。
【請求項１０】
　前記送達ファイバは、全固体ファイバであり、好ましくは、前記送達ファイバは、全シ
リカ・ファイバであり、前記コア領域と、前記クラッド領域と、前記介在物とのうちの１
つ以上は、それぞれの屈折率に達するようにドープされる、請求項１乃至９のいずれか１
項に記載の送達ファイバ・アセンブリ。
【請求項１１】
　前記アセンブリは、入力端コネクタ部材をさらに備え、前記入力端コネクタ部材は、前
記入力端を備え微細構造を有する前記送達ファイバの入力端部分において前記送達ファイ
バに対して取り付けられ、前記入力端コネクタ部材は、前記入力端を光入射ユニットと物
理的に接触して接続するように構成される、請求項１乃至１０のいずれか１項に記載の送
達ファイバ・アセンブリ。
【請求項１２】
　介在物の１つのリングの前記介在物は、介在物の別のリングの前記介在物よりも高い屈
折率を有するか、介在物の別のリングの前記介在物とは異なる特性径を有し、介在物が円
形である場合、前記特性径は介在物の直径であり、介在物が円形でない場合、前記特性径
は介在物の最大範囲と最小範囲との平均である、請求項１に記載の送達ファイバ・アセン
ブリ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、広帯域源および広帯域源システムからの光を送達するのに適した送達ファイ
バ、およびそのような広帯域源を備える装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　広帯域源およびシステムは、当技術分野で知られており、たとえば、特許文献１、特許
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文献２、および特許文献３に説明されている。
　特許文献２は、微細構造光ファイバおよびポンプ光源を備えるスーパーコンティニュー
ム光源を開示しており、微細構造光ファイバは中間テーパ部分を備えている。
【０００３】
　それにより、非常に広く安定した光のスーパーコンティニュームが得られる。
　特許文献４は、ポンプ源と、スーパーコンティニュームを生成するための生成ファイバ
とを備えるスーパーコンティニューム光源を開示しており、生成ファイバのコアの屈折率
プロファイルが、光のモード・クリーニング（ｍｏｄａｌ　ｃｌｅａｎｉｎｇ）を可能に
するように配置され、それが伝播して、比較的高いスペクトル密度および／または良好な
ビーム品質を有する光学的スーパーコンティニュームを提供する。
【０００４】
　一般に、ほとんどの従来技術では、広帯域源は、高品質のスーパーコンティニューム光
、および／またはますます広い帯域幅に及ぶスーパーコンティニューム光、たとえば、さ
らに青色波長（たとえば４５０ｎｍ未満もしくはさらに低い）へと及ぶスーパーコンティ
ニュームの生成に焦点を当てている。
【０００５】
　生成された光またはその一部分が、しばしば、高精度照明手順および／または高精度測
定手順で使用され、たとえば、誘導放出抑制、蛍光イメージング手順、光コヒーレンス・
トモグラフィ（ＯＣＴ）、および／または計測などの工業検査のために使用される。
【０００６】
　通常、広帯域源によって生成された光または光の一部分は、照明装置、および／または
装置の測定プロセスで使用するための測定装置などの装置に対して、送達ファイバを介し
て送信される。一般に、送達ファイバは、装置に対して接続するのに簡易であることが望
ましく、当技術分野において、規格ＩＥＣ６１７５４－２０、ＩＥＣ６１７５４－１５、
またはＩＥＣ６１７５４－１３によるコネクタなどの規格コネクタを使用することがよく
知られている。
【０００７】
　従来技術の送達ファイバは、通常、比較的非常に狭い伝送帯域幅を有するステップ形フ
ァイバである。そのようなファイバは、扱いが容易で、コネクタ化が容易で、伝送損失が
低いためである。より広い帯域幅を送信できるようにするために、送達ファイバが導入さ
れるように断面に気孔を有するフォトニック結晶ファイバ（ＰＣＦ）の使用が提案されて
いる。それにより、送達ファイバは、より広い帯域幅を送信できる。しかしながら、概し
て、そのような孔を有するＰＣＦは接続することが難しく、望ましくないパワー損失をも
たらすことがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】欧州特許出願公開第２０８１０７４号
【特許文献２】国際公開第１５００３７１４号
【特許文献３】国際公開第１５００３７１５号
【特許文献４】米国特許第８７３１００９号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の目的は、広帯域源から、および／または２つ以上の源および広帯域源システム
から広帯域光を送達するのに適した送達ファイバ・アセンブリを提供することであり、こ
の送達ファイバ・アセンブリでは、送達ファイバは、装置に対して光を送信するために装
置に対して接続するのが簡易であり、上述された問題の少なくとも１つが軽減される。
【００１０】
　さらなる目的は、たとえば装置に対して光を送信するために装置に対して接続するのが
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簡易である送達ファイバを備える、広帯域源および広帯域源システムを提供することであ
り、上述された問題の少なくとも１つが軽減される。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　一実施形態において、目的は、異なる波長を有する２つ以上の光源から送達ファイバに
よって光を送達することである。
　これらおよび他の目的は、特許請求の範囲に規定され、また本明細書で以下に説明され
る、本発明またはその実施形態によって解決されている。
【００１２】
　本発明またはその実施形態は、以下の説明から当業者に明らかとなるいくつかの追加の
利点を有することが見出されている。
　本発明によれば、波長たとえば広範囲における離散波長を備える広帯域光または広帯域
光の選択された部分を送達するために、新しいタイプの送達ファイバを提供することが見
出されている。その送達ファイバは、比較的簡易に、効率的方法で、非常に低い損失でコ
ネクタ化され得る。同時に、新規の送達ファイバ・アセンブリは、比較的高い機械的強度
を有し、それは実際、非常に有益であることが見出されている。そのような送達ファイバ
は通常、曲げや乱暴な扱いなどの機械的妨害にさらされるからである。しばしば、送達は
、コイル状に巻かれまた展開されることが繰り返され、コイル状に巻く直径が制御されて
いない。
【００１３】
　本発明の送達ファイバ・アセンブリの実施形態において、それは、装置に対して光を送
信するために装置に対して広帯域光を送達するように適合される。送達ファイバ・アセン
ブリは、送達ファイバおよびコネクタ部材を備える。送達ファイバは、長さと、光を入射
するための入力端と、光を送達するための送達端とを有する。送達ファイバは、その長さ
に沿って、コア領域と、コア領域を包囲するクラッド領域とを備え、クラッド領域は、屈
折率Ｎｂｇを有するクラッド・バックグラウンド材料と、最大でＮｉｎｃの屈折率を有し
、送達ファイバの長手軸の長さに延び、好ましくは送達ファイバの長手軸に沿って延びる
固体材料の介在物の形態の複数の微細構造物とを備え、Ｎｉｎｃ＜Ｎｂｇである。クラッ
ド領域内の複数の介在物は、コア領域を包囲する介在物の少なくとも２つのリングを備え
る断面パターン（送達ファイバの断面で見られるパターン）に配置される。コネクタ部材
は、送達端を備える送達ファイバの送達端部分において送達ファイバに対して取り付けら
れる。さらに、送達ファイバは、約２００ｎｍ以上、たとえば約３００ｎｍ以上、たとえ
ば約４００ｎｍ以上、たとえば約５００ｎｍ以上の伝送帯域幅、たとえば、少なくともオ
クターブ（周波数の半減／倍増）を有する。
【００１４】
　一般に、コア領域は、最大で約１５μｍの直径を有することが望ましい。
　一実施形態では、伝送帯域幅は、送達ファイバが０．５ｄＢ／ｍ未満の伝送損失を有す
る波長として定義される。一実施形態では、伝送帯域幅は、送達ファイバが０．１ｄＢ／
ｍ未満の伝送損失を有する波長として定義される。有利には、伝送損失は、１６ｃｍまた
は３２ｃｍの曲げ径で曲げられるときに測定される。
【００１５】
　これまで、測定および／または照明のための装置に対して広帯域源から光を送達するた
めの送達ファイバとして、固体介在物を備えるすべて固体のファイバの使用が考えられて
いなかった。特に、そのような固体介在物を備えるすべて固体のファイバが、２００ｎｍ
以上の伝送帯域幅を有するように構築され得ることは考えられておらず、特に、固体介在
物を備えるすべて固体のファイバが、２００ｎｍ以下、１８００ｎｍ未満、またはさらに
９００ｎｍ未満の伝送帯域幅を有するように構築され得ることは驚くべきことである。
【００１６】
　用語「介在物」は、バックグラウンド材料内の介在物を意味し、ここで、介在物は、そ
れを包囲するバックグラウンド材料の屈折率と別の屈折率を有する。固体介在物は、たと
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えば、バックグラウンド材料とは別のガラス・タイプの介在物、および／もしくはドープ
された材料（Ｆ、Ｇｅ、Ｐ、Ｂなどの屈折率変更材料）の介在物、真空介在物、あるいは
これらの任意の組合せであり得る。送達ファイバの介在物は、等しいまたは異なる材料ま
たは構造のものであり得る。介在物は、均質な材料のものであってよく、あるいは、異な
る材料および／または屈折率の領域を有してもよい。介在物は、異なる屈折率のいくつか
の領域を備え、介在物の屈折率は、介在物の平均屈折率として決定される。
【００１７】
　本出願の文脈では、「介在物のリング」という表現は典型的にはコアに対して実質的に
等しい半径方向距離を有し、コアを包囲するリング構成に揃えられた、クラッド介在物を
指す。典型的には、介在物のリングは完全には円形でなく、六角形などのように、いくつ
かのソフトな角度で形成される。好ましくは、介在物のリングのすべての介在物は、実質
的に同じサイズであり、好ましくは同じ材料である。
【００１８】
　「半径方向距離」という表現は、送達ファイバのコアの長手軸からの半径方向で決定さ
れた距離を意味する。
　「実質的に」という用語は、本明細書では、通常の製品差異および公差が含まれること
を意味すると解釈されるべきである。
【００１９】
　コアおよび介在物の直径は、コア／介在物の特性径として決定される。コアまたは介在
物は、常に完全に円形であるわけではない。特性径は、それが円形である場合、介在物／
コアの円の直径であり、介在物が円形でない場合、特性径は、当該の介在物／コアの最大
範囲と最小範囲との平均として決定される。
【００２０】
　介在物は、等しいまたは異なる直径を有してよく、それぞれの介在物の介在物直径は、
ファイバの長さに沿って前述のように等しくてよくまたは異なってよい。
　一実施形態では、送達ファイバの送達端部分が、送達端を備え、コネクタ部材は、送達
端に対して取付け距離を置いて取り付けられ、したがって、送達端は、送達端を受信導波
路と物理的に接触して接続するようにコネクタ部材を通過しており、好ましくは、受信導
波路は、照明および／または計測および／または手術のための装置に組み込まれた受信フ
ァイバなどの受信ファイバである。
【００２１】
　ファイバの送達端は、端部ファセットである。送達端に対する取付け距離は通常、数ｍ
ｍであり、たとえば少なくとも２ｍｍ、たとえば最大で２ｃｍ、または好ましくは１ｃｍ
未満である。送達端に対する取付け距離は通常、コネクタ部材の構造によって与えられる
。好ましくは、コネクタ部材は、規格ＩＥＣ６１７５４－２０、ＩＥＣ６１７５４－１５
、もしくはＩＥＣ６１７５４－１３、または同等の規格の少なくとも１つによる規格コネ
クタ部材などの規格コネクタ部材である。送達端に対する取付け距離は、送達端から、コ
ネクタ部材との最も近い物理的接触までの距離として決定される。コネクタ部材は通常、
接続される送達端を同時に保護しながら別のコネクタ部材に嵌合され接続されるために、
送達端を超えて延びる接続フランジを有する。装置に接続される前に、送達端は、望まし
くは取外し可能なキャップによって保護される。最適な接続のために、送達端は、有利に
は研磨され、任意選択で、端部ファセットでの光の望ましくない反射を低減するために、
ファイバの断平面に対して例として最大で６０度、たとえば最大で約３０度、たとえば約
３度から１０度、たとえば約８度で角度が付けられたファセットを有するように配置され
る。広帯域の動作のために、ファセットの角度はしばしば妥協点として選択される。した
がって、一般に、望ましくない量の光が反射されないように十分に大きいファセット角度
を有し、それにより、大きな量の光がファイバのＮＡ内に収集されるようにすることが望
ましい。他方で、ファセット角度は、大きすぎると望ましくない角分散を生じ得るので、
有利には大きすぎるべきではない。
【００２２】
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　一実施形態では、送達ファイバの送達端部分は、ファイバ導波路の構造を変更すること
なく送達ファイバの送達端がコネクタ化に適するように、コネクタ部材に対して取り付け
られる。
【００２３】
　本発明によれば、自由空間光通信の使用なしに、すなわちファイバ外部の接続サイトで
の伝送なしに、また伝播モードの位相面の望ましくない変更なしに、送達ファイバ・アセ
ンブリの送達ファイバが装置に接続され得ることが見出されている。さらに、送達ファイ
バ・アセンブリの送達ファイバは、モード・フィールドの望ましくない拡張なしに、装置
に接続されることが可能であり、それにより、光の損失が減少されまたは完全に回避され
る。
【００２４】
　一実施形態では、コネクタ部材は、送達端に対して距離を置いて、送達ファイバの送達
端部分において送達ファイバに対して取り付けられ、したがって、送達端は、送達端を受
信導波路と物理的に接触して接続するようにコネクタ部材を通過しており、好ましくは、
受信導波路は、照明および／または計測および／または手術のための装置に組み込まれた
受信ファイバなどの受信ファイバである。
【００２５】
　コネクタ部材は、好ましくはフェルールを備え、送達端部分は、受信ユニットに結合さ
れるようにフェルールを通過する。
　有利には、コネクタ部材は、送達端が受信導波路に物理的に接触され接続され得るよう
に配置され、たとえば、光ファイバは、対応する受信導波路コネクタ部材を備える。
【００２６】
　有利には、コネクタ部材は、ばね装荷され、したがって、送達端ファセットは、突合せ
結合で受信ファイバに嵌合されることができ、コネクタが嵌合されたときにファイバ面が
互いに押圧される。得られたガラス同士の接触は、接合されたファイバ間の空隙によって
引き起こされる信号損失を解消する。
【００２７】
　一実施形態では、送達ファイバは、その送達端部分に少なくとも沿って、任意選択でフ
ァイバの全長に沿って、伝送帯域幅内の少なくとも１つの波長について一定のモード・フ
ィールド径を有し、そこでは、モード・フィールドが拡大するとファイバが光を失う可能
性がある。好ましくは、送達端部分は、少なくとも２ｍｍ、好ましくは少なくとも約５ｍ
ｍ、たとえば少なくとも１ｃｍのファイバの長さを備える。好ましくは、送達ファイバは
、送達端部分に少なくとも沿って、伝送帯域幅内の波長プロファイルに対して一定のモー
ド・フィールド径を有する。「波長プロファイルに対するモード・フィールド径」という
表現は、伝送帯域幅内のそれぞれの波長に対するそれぞれのモード・フィールド径のプロ
ファイルを意味する。それにより、送達ファイバは、最小限の光の損失で使用されるよう
に装置に接続され得る。
【００２８】
　送達ファイバのモード・フィールド径は、有利には、望ましい伝送波長帯域幅に依存し
て選択される。２μｍ未満の波長の波長範囲についてのモード・フィールド径の変化は、
驚くほどわずかであることが見出されている。したがって、１００ｎｍの帯域幅では、モ
ード・フィールド径は、最低波長のモード・フィールド径に基づいて、好ましくは１０％
未満で変化する。
【００２９】
　比較的小さい、すなわち５０μｍ以下のコア領域は、伝送帯域幅に対するモード・フィ
ールド径範囲を狭く維持するために重要なファクタであることが見出されている。したが
って、より小さいコア領域を選択することによって、伝送帯域幅のモード・フィールド径
範囲がさらに狭くなり得る。さらに、モード・フィールド径の変動は、約９００ｎｍ以下
の波長では、より長い波長よりも小さいことが見出されている。
【００３０】
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　送達ファイバは、モード・フィールド径範囲を選択することによって調整され得る。す
なわち、一実施形態では、送達端部分に少なくとも沿った送達ファイバは、伝送波長につ
いてモード・フィールド径範囲を有し、モード・フィールド径範囲は、範囲の最低モード
・フィールド径の約３０％以下、たとえば約２０％以下、たとえば約１５％以下、たとえ
ば約１０％以下である、モード・フィールド径範囲は、伝送帯域幅に対応するモード・フ
ィールド径の範囲であり、範囲の最低モード・フィールド径は、伝送帯域幅の最低波長の
モード・フィールド径である。
【００３１】
　有利には、伝送帯域幅内の少なくとも１つの波長について、送達端部分に少なくとも沿
った送達ファイバは、一定の開口数ＮＡ、および０．５ｄＢ／ｍ未満、たとえば約０．２
ｄＢ／ｍ未満、たとえば約０．１ｄＢ／ｍ未満、またはさらに約０．０５ｄＢ／ｍ未満の
伝播損失を有する。
【００３２】
　有利には、送達ファイバは、伝送帯域幅内の少なくとも１つの波長についてのシングル
・モードである。一般に、光のビームは、マルチモード光よりもシングル・モード光の品
質がはるかに高く、用途によってはシングル・モード光が要件とされる。好ましくは、送
達ファイバは、伝送帯域幅の少なくとも約５０％、たとえば少なくとも約８０％、たとえ
ば送達ファイバの伝送帯域幅全体についてのシングル・モードである。
【００３３】
　好ましい実施形態では、送達ファイバは、偏波保持光ファイバ（ＰＭファイバ）である
。ＰＭファイバは、たとえば、１つまたは複数の応力要素を備える。
　ＰＭファイバは、直線偏光がファイバ内に入射された場合に直線偏波が保持され得るフ
ァイバである。有利には、入射された偏光は、ＰＭ送達ファイバに沿って伝播中に直線偏
光を保持し、直線偏光状態でファイバから出る。有利には、２つの偏波モードの間で光パ
ワーのクロス・カップリングがほとんどまたは全くない。好ましくは、ＰＭ送達ファイバ
は、伝送帯域幅内の少なくとも１つの波長についてのシングル・モードである。送達ファ
イバをＰＭファイバとして提供することにより、送達ファイバは、曲げ損失がさらに小さ
くなる。
【００３４】
　たとえば、ＰＭ特性は、たとえば米国特許第７，２８９，７０９号明細書に説明される
ような応力要素を組み込むことによって導入され得る。
　コア領域は、原則的に、パワーに依存した任意のコア直径、および送信される波長を有
してよい。有利には、送達ファイバコア領域は、少なくとも約３μｍの直径を有する。コ
ア領域は、送達ファイバの長さに沿って変化し得るが、一般に、好ましくは、コア領域は
、送達ファイバの大部分に沿って、たとえば好ましくは送達ファイバの長さの少なくとも
約８０％に沿って実質的に同一の直径を有する。最適なコア領域の直径は、最大で約１５
μｍ、たとえば約３μｍから約１０μｍの範囲内、たとえば約４μｍから約１２μｍであ
る。
【００３５】
　送達ファイバの伝送帯域幅が、５００ｎｍ未満またはさらに４５０ｎｍ未満の波長を備
える場合、送達ファイバコア領域は、有利には、約１０μｍ未満の直径を有する。なぜな
らば、送達ファイバのコア領域が大きくなると、たとえば約１５ｎｍよりも大きいと、Ｕ
Ｖ光領域における損失が増大することが見出されているからである。
【００３６】
　コア領域サイズ、介在物直径、およびパターンなど、光ファイバのすべての構造的詳細
は、特に指定されない限り、ファイバの断面図に関連して与えられる。
　一実施形態では、コア領域直径は、送達ファイバの長さに沿って実質的に同一であり、
任意選択で送達ファイバの１つまたは複数のコンポーネント部を除外して実質的に同一で
ある。
【００３７】
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　そのようなコンポーネント部が以下でさらに説明される。
　好ましくは、クラッド領域内の複数の介在物は、コア領域を包囲する介在物の少なくと
も４つのリング、たとえばコア領域を包囲する介在物の少なくとも５つのリングを備える
断面パターンに配置される。介在物のリングの数を増大させることにより、伝送帯域幅が
増大され得ること、さらに、シングル・モード特性および／または損失低減などの追加的
特性が向上され得ることが見出されている。介在物のリングは、有利には、隣接介在物の
間の距離がピッチのＰ倍であるようにピッチ・パターンに配置され、ここで、Ｐは、０．
５または５までの整数、好ましくは最大で３、たとえば１または２であり、Ｐは、最も近
い介在物の異なる距離から異なる値を持つことができる。
【００３８】
　一実施形態では、介在物は、ピッチ・パターン、２倍ピッチ・パターン、３倍ピッチ・
パターン、半ピッチ・パターン、またはこれらの組合せで配置され、ピッチは、コア領域
と介在物との間の最小の中心間距離として決定される。
【００３９】
　ピッチΛは、送達ファイバを望ましい伝送帯域幅に調整するために、特に、伝送帯域幅
が、４５０ｎｍ未満の青色範囲および／または８００ｎｍを上回る赤色範囲の波長を備え
るかどうかについて調整するために使用され得ることが見出されている。青色波長に達す
るために、ピッチは、約１０μｍ未満、好ましくは約９μｍ未満、たとえば約８μｍ未満
、たとえば約７μｍ未満、たとえば約６μｍ未満であることが望ましい。赤色波長に達す
るために、ピッチは、有利には、約３．２μｍ以上、たとえば約３．２μｍ以上、たとえ
ば約４μｍ以上、たとえば約５μｍ以上、たとえば約５μｍ以上、たとえば約７μｍ以上
、たとえば約８μｍ以上である。
【００４０】
　コア領域直径対ピッチｄ／Λは、有利には、約０．７以下、たとえば約０．３から約０
．６５、たとえば約０．４から約０．６であり得る。
　有利には、コア領域は、屈折率Ｎｃｏｒｅを有し、クラッド領域は、実効屈折率Ｎｃｌ

ａｄを有し、クラッド・バックグラウンド材料の屈折率Ｎｂｇは、コア領域の屈折率Ｎｃ

ｏｒｅと実質的に同一である。
【００４１】
　一実施形態では、コア領域の屈折率は均一である。別の実施形態では、コア領域は、た
とえば同時係属のＤＫ　ＰＡ　２０１４　００５４５に説明されているように、微細構造
化される。コア領域が微細構造化される場合、コア領域の屈折率Ｎｃｏｒｅは平均屈折率
として決定される。
【００４２】
　代替実施形態では、クラッド・バックグラウンド材料の屈折率Ｎｂｇは、コア領域の屈
折率Ｎｃｏｒｅと異なり、好ましくは、クラッド・バックグラウンド材料の屈折率Ｎｂｇ

は、コア領域の屈折率Ｎｃｏｒｅよりも低い。
【００４３】
　一実施形態では、送達ファイバは、シリカ・ファイバであり、固体介在物は、ダウン・
ドープされたシリカである。好ましくは、互いに独立した固体介在物が、フッ素ならびに
／またはホウ素ならびに／またはＦおよび／もしくはＢ原子を備える成分のうちの少なく
とも１つでドープされたシリカである。
【００４４】
　それぞれの介在物は、等しいまたは異なるそれぞれの屈折率を有してよく、介在物は、
異なる屈折率を有するいくつかの領域を有してよく、その状況において、屈折率は、上述
されたように平均屈折率として決定される。
【００４５】
　一実施形態では、互いに独立した各介在物のそれぞれの屈折率と、バックグラウンド材
料の屈折率Ｎｂｇとの差が、約１０－５から約０．１、たとえば約１０－４から約１０－

２、たとえば最大で約１０－３である。
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【００４６】
　一実施形態では、介在物は、実質的に同一の屈折率Ｎｉｎｃを有する。
　一実施形態では、介在物のうちのｎ個が、異なる屈折率Ｎｉｎｃ（１）…、Ｎｉｎｃ（

ｎ）を有し、ｎは、最大で介在物の個数である整数であり、言い換えれば原則として、す
べての介在物が異なる屈折率を有してよい。しかしながら、実用的観点から、この実施形
態は好ましくはない。
【００４７】
　有利には、最大で１０個、たとえば２～４個、好ましくは介在物のリングの介在物のす
べてが、実質的に同一の屈折率を有する。
　一実施形態では、介在物のあるリングの介在物は、介在物の別のリングの介在物と異な
る屈折率を有する。好ましくは、介在物のあるリングの介在物は、コア領域により近い介
在物の別のリングの介在物よりも高い屈折率を有する。異なる屈折率を有する介在物のリ
ングを有することにより、送達ファイバは、望ましい伝送帯域幅を有するように設計され
ることができ、同時に、より高次のモードが抑制され得る。
【００４８】
　一実施形態では、介在物のリングの介在物は、異なる屈折率を有する２つ以上の介在物
を備える。
　有利には、固体介在物は、コア領域と実質的に平行である。それにより、ファイバは比
較的簡易な方法で引かれ得る。
【００４９】
　一実施形態では、固体介在物は、コア領域をらせん状に包囲する。それにより、介在物
の数が減少されること、および／または曲げ損失が低減されることが可能である。しかし
ながら、コア領域をらせん状に包囲する介在物を有するファイバの製造は、コア領域に対
して平行な介在物を有する場合よりも難しい。
【００５０】
　一実施形態では、送達ファイバは、内側クラッド領域および外側クラッド領域を備え、
それらにおいてクラッド・バックグラウンド材料が異なり得る。
　一実施形態では、送達ファイバは、内側クラッド領域および外側クラッド領域を備え、
それらにおいてクラッド・バックグラウンド材料は同一の屈折率を有する。
【００５１】
　一実施形態では、送達ファイバは、内側クラッド領域および外側クラッド領域を備え、
外側クラッド領域内の介在物は、内側クラッド領域内の介在物よりも高い屈折率を有する
。この実施形態では、内側クラッド領域は、有利には、最大でＮｉｎｃの屈折率を有する
固体材料の本明細書に説明されている介在物を備え、外側クラッド領域内の介在物は、Ｎ

ｉｎｃよりも高い屈折率を有する固体材料からなる。好ましくは、外側クラッド領域内の
介在物は、外側クラッド領域のバックグラウンド材料よりも高い屈折率を有する固体材料
からなる。それにより、外側クラッド領域の介在物は、より高次のモードにカップル・ア
ウト（ｃｏｕｐｌｅ　ｏｕｔ）するように作用し得る。
【００５２】
　一実施形態では、送達ファイバは、たとえば上述されたように、内側クラッド領域と外
側クラッド領域とを備えるダブル・クラッド送達ファイバであり、送達ファイバは、たと
えば自由空間光通信を介して、またはカプラ、たとえば、後述されるような融着カプラを
介して、信号が収集され得るように構成される。
【００５３】
　介在物は、原則的に任意のサイズを有し得るが、一般に、介在物がファイバ複屈折を形
成するのに使用されない限り、介在物は大きすぎないことが望ましい。
　一実施形態では、固体介在物は、等しいまたは異なる直径を有し、好ましくは、直径は
約０．２から約１μｍ、たとえば約０．４～０．８μｍである。
【００５４】
　好ましくは、介在物のリングの介在物は、等しい直径を有する。
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　一実施形態では、介在物のリング内の介在物は、第１の直径を有し、介在物の別のリン
グ内の介在物は、第１の直径とは異なる第２の直径を有する。
【００５５】
　有利には、送達ファイバは、すべて固体のファイバ、すなわち、２５℃で完全に固体の
材料のファイバである。好ましくは、送達ファイバは、すべてシリカのファイバであり、
コア領域、クラッド領域、および／または介在物は、それぞれの屈折率に達するようにド
ープされる。
【００５６】
　一実施形態では、送達ファイバの伝送帯域幅は、約４００ｎｍから９００ｎｍの範囲内
の波長を備える。この波長の範囲は、複数の高精度の手順、特に顕微鏡に基づく手順に非
常に適している。好ましくは、送達ファイバの伝送帯域幅は、少なくとも約１００ｎｍの
帯域幅、たとえば少なくとも約２００ｎｍの帯域幅、たとえば少なくとも約３００ｎｍの
帯域幅、たとえば少なくとも約４００ｎｍの帯域幅、たとえば約４００ｎｍから９００ｎ
ｍの範囲内の帯域幅全体を備える。
【００５７】
　一実施形態では、伝送帯域幅は、可視範囲内の少なくとも１つの波長を備える。
　一実施形態では、伝送帯域幅は、可視範囲よりも高い波長、たとえば７００ｎｍ以上の
波長を備える。これは、特に伝送帯域幅が専ら７００ｎｍを超える場合に、眼の手術中の
照明に非常に適している。
【００５８】
　一実施形態では、伝送帯域幅は、４５０ｎｍ未満またはさらには４００ｎｍ未満の少な
くとも１つの波長を備える。そのような波長は、多くの顕微鏡照明手順に非常に適してい
る。
【００５９】
　一実施形態では、送達ファイバは、１５００ｎｍを上回る波長を抑制するように構成さ
れる。これは、介在物のそれぞれのリング内の介在物の間の距離の選択によって、および
／またはコア領域の屈折率とクラッド領域の実効屈折率との間の屈折率差の選択によって
、提供され得る。
【００６０】
　一実施形態では、送達ファイバは、９００ｎｍを上回る波長を抑制するように構成され
る。
　一実施形態では、送達ファイバの伝送帯域幅は、約１１００ｎｍから２４００ｎｍの範
囲内の波長を備え、好ましくは、送達ファイバの伝送帯域幅は、少なくとも約１００ｎｍ
の帯域幅、たとえば少なくとも約２００ｎｍの帯域幅、たとえば少なくとも約３００ｎｍ
の帯域幅、たとえば少なくとも約４００ｎｍの帯域幅、たとえば約１１００ｎｍから２４
００ｎｍの範囲内の帯域幅全体を備える。
【００６１】
　一実施形態では、送達ファイバの伝送帯域幅は、約４００ｎｍから１１００ｎｍの範囲
内の波長を備える。
　一実施形態では、送達ファイバの伝送帯域幅は、８００ｎｍ未満、たとえば７００ｎｍ
未満、たとえば６００ｎｍ未満、たとえば５００ｎｍ未満の波長を備える。
【００６２】
　送達ファイバは、長すぎると望ましくない曲げおよび機械的妨害をもたらし得るので、
長すぎるべきではない。しかしながら、送達ファイバは短すぎるべきでもない。好ましい
実施形態では、送達ファイバ・アセンブリは、特定の使用のために異なる長さで供給され
得る。
【００６３】
　たとえば、送達ファイバの適切な長さは、約５ｃｍから約１００ｍ、たとえば約１０ｃ
ｍから約３０ｍ、たとえば約２０ｃｍから約２０ｍ、たとえば約３０ｃｍから約１０ｍで
ある。
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【００６４】
　有利には、送達ファイバは、少なくとも１つのコンポーネント部を備え、コンポーネン
ト部は、有利には、送達ファイバからの光を分離し、および／または送達ファイバ内へ光
を組み合わせるように構成され、コンポーネント部は、好ましくは、すべてファイバのコ
ンポーネント部である、
　有利には、送達ファイバは、融着カプラまたは融着スプリッタなどの融着コンポーネン
トを備える。そのような融着コンポーネントは当技術分野で周知であるが、これまで送達
ファイバに対して適用または融着されていなかった。融着要素の原理として、送達ファイ
バのコア、および融着コンポーネントのコア、通常はファイバ・コンポーネントが、１つ
のコアから別のコアへと光を伝送するように互いに非常に近く融着される。融着コンポー
ネントの利点は、固体微細構造を有する光ファイバを含み、たとえば、コア領域とコア領
域を包囲するクラッド領域とを備える光ファイバを含み、クラッド領域は、屈折率ＴＮｂ

ｇを有するクラッド・バックグラウンド材料と、最大でＴＮｉｎｃの屈折率を有し、ツイ
ン送達ファイバの長さに、好ましくはツイン送達ファイバに沿って延びる固体材料の介在
物の形態の複数の微細構造とを備え、ＴＮｉｎｃ＜ＴＮｂｇであり、クラッド領域内の複
数の介在物は、コア領域を包囲する介在物の少なくとも２つのリングを備える断面パター
ンに配置される。
【００６５】
　前述されたように介在物の形態の固体微細構造を備えるすべて固体のファイバを使用す
ることによって、送達ファイバに対する光の結合または送達ファイバからの光の分離は、
送達ファイバに結合された光の一部分または送達ファイバから分離された光の一部分が、
それが結合または分離された元の光と実質的に同一の波長プロファイルを有するようにな
されることが見出されている
　一実施形態では、送達ファイバ・アセンブリは、融着カプラを備え、融着カプラは、コ
ンポーネント部において送達ファイバに対して融着される。
【００６６】
　有利には、融着カプラは、コンポーネント部において送達ファイバに対して融着された
結合ファイバを備える、２×２カプラである。結合ファイバは、融着コンポーネント部の
両側に第１および第２のファイバ部分を備え、融着コンポーネント部で送達ファイバと結
合ファイバとの間で光が結合されるように配置される。
【００６７】
　一実施形態では、結合ファイバは、光を送達ファイバ内へ結合し、同時に、光部分を送
達ファイバから結合ファイバへ結合するように配置される。そのような融着カプラは、以
下の例で説明されるようにＯＣＴで使用するために有利である。
【００６８】
　一実施形態では、送達ファイバ・アセンブリは、融着スプリッタを備え、融着スプリッ
タは、送達ファイバからの光の一部分を分離するために、コンポーネント部において送達
ファイバに対して融着される。好ましくは、分離された光部分は、光のパワーに対して５
～９５％を構成し、分離された光部分は、それが分離された元の光部分と実質的に同一の
波長プロファイルを有する。
【００６９】
　一実施形態では、スプリッタは、分離された光がパワーの約１０％またはパワーの約９
０％を構成するという意味で、１０－９０％比のスプリッタである。このタイプのスプリ
ッタは、たとえば、ＯＣＴまたはウエハ計測または同様の装置で使用するのに適している
。
【００７０】
　一般に、スプリッタは、送達ファイバからの光の任意の望ましいパワー部分を分離する
ために適用されることが可能であり、分離された部分は、基準として使用され得る。一実
施形態では、スプリッタを有する送達ファイバが、干渉計装置で使用するために構成され
る。
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【００７１】
　一実施形態では、スプリッタは、分離された光がパワーに対して約５０％を構成すると
いう意味で５０％－５０％比のスプリッタである。この実施形態は、たとえば、パルス・
インターリーブ励起を用いた高度蛍光変動分光法（Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｆｌｕｏｒｅｓｃ
ｅｎｃｅ　Ｆｌｕｃｔｕａｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｙ　ｗｉｔｈ　Ｐｕｌｓｅ
ｄ　Ｉｎｔｅｒｌｅａｖｅｄ　Ｅｘｃｉｔａｔｉｏｎ）、マティアス・ホラー（Ｍａｔｔ
ｈｉａｓ　Ｈｏｅｌｌｅｒ）、Ｄｉｓｓｅｒｔａｔｉｏｎ　ｚｕｒ　Ｅｒｌａｎｇｕｎｇ
　ｄｅｓ　Ｄｏｋｔｏｒｇｒａｄｅｓ　ｄｅｒ　Ｆａｋｕｌｔａｅｔ　ｆｕｅｒ　Ｃｈｅ
ｍｉｅ　ｕｎｄ　Ｐｈａｒｍａｚｉｅ　ｄｅｒ　Ｌｕｄｗｉｇ－Ｍａｘｉｍｉｌｉａｎｓ
－Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔａｅｔ　Ｍｕｅｎｃｈｅｎ、２０１１年に説明されているように、
インターリーブされたパルスを提供するために適用されてよい。
【００７２】
　一実施形態では、融着スプリッタが、光を送達するためのツイン送達ファイバを備え、
ツイン送達ファイバは、ツイン送達端と、コンポーネント部からツイン送達端に延びる長
さとを備え、その長さに沿って、コア領域と、コア領域を包囲するクラッド領域とを備え
、クラッド領域は、屈折率ＴＮｂｇを有するクラッド・バックグラウンド材料と、最大で
ＴＮｉｎｃの屈折率を有し、ツイン送達ファイバの長さに延び、好ましくはツイン送達フ
ァイバに沿って延びる固体材料の介在物の形態の複数の微細構造とを備え、ＴＮｉｎｃ＜
ＴＮｂｇであり、クラッド領域内の複数の介在物は、コア領域を包囲する介在物の少なく
とも２つのリングを備える断面パターンに配置され、好ましくは、ツイン・コネクタ部材
が、ツイン送達端を備えるツイン送達ファイバのツイン送達端部分においてツイン送達フ
ァイバに対して取り付けられる。
【００７３】
　有利には、送達ファイバは、約２００ｎｍ以上、たとえば約３００ｎｍ以上、たとえば
約４００ｎｍ以上、たとえば約５００ｎｍ以上の伝送帯域幅を有する。
　一実施形態では、送達ファイバ・アセンブリは、融着カプラおよび融着スプリッタを備
え、融着スプリッタは、第１のコンポーネント部において送達ファイバに対して融着され
、融着カプラは、送達ファイバの送達端により近い第２のコンポーネント部において送達
ファイバに対して融着され、融着スプリッタおよび融着カプラは、ループ・ファイバを備
え、ループ・ファイバは、スプリッタによって分離されカプラによって送達ファイバ内に
再結合される光パルス部分を遅延するように構成され、分離され再結合された光パルス部
分は、それが分離された元の光パルス部分に対して遅延される。
【００７４】
　ループ・ファイバは、有利には、たとえば上述されたように、介在物を備えるすべて固
体のファイバである。
　有利には、アセンブリは、入力端コネクタ部材を備え、入力端コネクタ部材は、入力端
を備える送達ファイバの入力端部分において送達ファイバに対して取り付けられ、コネク
タ部材は、好ましくは、入力端を微細構造光ファイバなどの光入射ユニットと物理的に接
触して接続するように構成される。
【００７５】
　一実施形態では、アセンブリは、前置送達ファイバ（ｐｒｅ－ｄｅｌｉｖｅｒｙ　ｆｉ
ｂｅｒ）を備え、前置送達ファイバは、自由空間光通信なしに送達ファイバに結合される
。
【００７６】
　一実施形態では、前置送達ファイバは、任意選択で接合によって、送達ファイバに接合
される。
　有利には、接合は、モード・フィールド径、開口数、低伝播損失、または伝送帯域幅か
ら選択される１つまたは複数のガイド特性が、前置送達ファイバから送達ファイバまで実
質的に変更されないように提供される。
【００７７】



(13) JP 6835752 B2 2021.2.24

10

20

30

40

50

　一実施形態では、送達ファイバ・アセンブリは、異なる波長を有する複数（ｍｕｌｔｉ
ｐｌｕｍ）の多重化レーザからシングル・モード品質で光を送達するように構成される。
そのような多重化レーザ光は、スペクトル・エンジンと呼ばれることがある。多重化レー
ザ光は、たとえば、青色、緑色、および赤色レーザから多重化されてよく、それらは、た
とえば、キオプティクス（Ｋｅｙｏｐｔｉｃｓ）ＫｉｎｅＦＬＥＸモジュールによって単
一のビーム経路として組み合わされる。従来技術は、３つの異なる送達ファイバを使用し
、または単一の送達ファイバを有し、それは、大きな波長でシングル・モードであり、低
い波長でマルチモードであった。
【００７８】
　これまで、１つの単一送達ファイバによって約２５ｎｍ以上、たとえば約１００ｎｍ以
上、たとえば２００ｎｍ以上、たとえば３００ｎｍ以上で異なる波長のような異なる波長
を備えるシングル・モード多重化光を送達することを可能にする解決策が存在しなかった
。
【００７９】
　本発明はまた、光を装置に対して供給するための広帯域源に関する。広帯域源は、
　・ポンプ・パルスを生成するように動作可能な光ポンプ源と、
　・ポンプ光の供給があると広帯域光パルスを生成するための微細構造光ファイバと、
　・広帯域光パルスの少なくともいくつかの少なくとも部分を受け取り、広帯域光パルス
の受け取られた部分の少なくとも一部を装置に対して送達するように配置された送達ファ
イバと
を備え、
　光ポンプ源は、ポンプ・パルスを微細構造光ファイバに対して入射するように配置され
、送達ファイバは、長さと、光を入射するための入力端と、光を送達するための送達端と
を有し、送達ファイバは、その長さに沿って、コア領域と、コア領域を包囲するクラッド
領域とを備え、コア領域は、最大で約１５μｍの直径を有し、クラッド領域は、屈折率Ｎ

ｂｇを有するクラッド・バックグラウンド材料と、少なくともＮｉｎｃの屈折率を有し、
送達ファイバの長手軸の長さに延び、好ましくは送達ファイバの長手軸に沿って延びる固
体材料の介在物の形態の複数の微細構造物とを備え、Ｎｉｎｃ＜Ｎｂｇであり、クラッド
領域内の複数の介在物は、コア領域を包囲する介在物の少なくとも２つのリングを備える
断面パターンに配置される。
【００８０】
　広帯域源の送達ファイバは、有利には、上述された送達ファイバと同様であってよい。
　一実施形態では、送達ファイバは、約２００ｎｍ以上、たとえば約３００ｎｍ以上、た
とえば約４００ｎｍ以上、たとえば約５００ｎｍ以上の伝送帯域幅を有する。
【００８１】
　有利には、送達ファイバは、送達端部分に少なくとも沿って、伝送帯域幅内の少なくと
も１つの波長について、一定のモード・フィールド径を有し、好ましくは、送達ファイバ
は、送達端部分に少なくとも沿って、伝送帯域幅内の波長プロファイルに対して一定のモ
ード・フィールド径を有する。１つの実施形態では、送達ファイバは、コネクタを有する
送達端部分を含むその長さ全体に沿って、実質的に一定のモード・フィールド径を有する
。
【００８２】
　有利には、送達ファイバは、好ましくは上述されたようにたとえば送達端から１ｃｍを
含む端部分を少なくとも含む、その長さの大部分に沿って波長プロファイルに対して実質
的に一定のモード・フィールド径を有する。
【００８３】
　送達ファイバは、好ましくは、伝送帯域幅内の少なくとも１つの波長についてのシング
ル・モードである。好ましくは、送達ファイバは、伝送帯域幅の少なくとも約５０％、た
とえば少なくとも約８０％、たとえば送達の伝送帯域幅全体についてのシングル・モード
である。送達ファイバは、好ましくは、約２００ｎｍ以上、たとえば約３００ｎｍ以上、
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たとえば約４００ｎｍ以上、たとえば約５００ｎｍ以上の伝送帯域幅を有する。
【００８４】
　有利には、送達は、上述されたように、偏波保持光ファイバ（ＰＭファイバ）である。
　一実施形態では、クラッド領域内の複数の介在物は、コア領域を包囲する介在物の少な
くとも４つのリング、たとえばコア領域を包囲する介在物の少なくとも５つのリングを備
える断面パターンに配置される。介在物のリングは、たとえば上述されたように、ピッチ
・パターン、２倍ピッチ・パターン、３倍ピッチ・パターン、半ピッチ・パターン、また
はこれらの組合せで配置される。
【００８５】
　一実施形態では、ファイバは、基本的に単一の欠落介在物に対応する、いわゆる単一セ
ル・コアを有する。この実施形態では、コアのサイズは、ピッチ（Λ）の２倍から介在物
（ｄ）の直径を引くことによって与えられる。
【００８６】
　好ましくは、コア領域は、屈折率Ｎｃｏｒｅを有し、クラッド領域は、実効屈折率Ｎｃ

ｌａｄを有し、クラッド・バックグラウンド材料の屈折率Ｎｂｇは、コア領域の屈折率Ｎ

ｃｏｒｅと実質的に同一である。
【００８７】
　送達ファイバは、有利には、シリカ・ファイバであり、固体介在物は、ダウン・ドープ
されたシリカであり、好ましくは、互いに独立した固体介在物が、フッ素ならびに／また
はホウ素ならびに／またはＦおよび／もしくはＢ原子を備える成分のうちの少なくとも１
つでドープされたシリカである。
【００８８】
　一実施形態では、送達ファイバは、内側クラッド領域と外側クラッド領域とを備えるダ
ブル・クラッド・ファイバであり、外側クラッド領域内の介在物は、内側クラッド領域内
の介在物よりも高い率を有し、好ましくは、内側クラッド領域は、少なくともＮｉｎｃの
屈折率を有する固体材料の介在物の少なくとも２つのリングを備え、外側クラッド領域は
、内側クラッド領域よりも高い実効屈折率を有する。
【００８９】
　外側クラッド領域内の介在物は、Ｎｉｎｃよりも高い屈折率を有する固体材料からなり
、好ましくは、外側クラッド領域内の介在物は、外側クラッド領域のバックグラウンド材
料よりも高い屈折率を有する固体材料からなる。それにより、外側クラッドの介在物は、
より高次のモードにカップル・アウトするように作用し得る。
【００９０】
　一実施形態では、外側クラッドは、照明されたターゲットからの信号を受信および送信
するように配置される。ターゲットから散乱された光が、光学素子によってコリメートさ
れ、外側クラッドを介して、たとえば分光計に対して送信され得る。
【００９１】
　送達ファイバは、有利には、上述されたような送達ファイバ・アセンブリの形態である
。
　光ポンプ源は、原則的に、たとえば国際公開第２０１１／０２３２０１号に説明された
光ポンプ源など、任意の種類の光ポンプ源とすることができる。
【００９２】
　有利には、光ポンプ源は、モード・ロック・ファイバ・オシレータ（ｍｏｄｅ－ｌｏｃ
ｋｅｄ　ｆｉｂｅｒ　ｏｓｃｉｌｌａｔｏｒ）、および好ましくは少なくとも１つの増幅
器を備える。一実施形態では、光ポンプ源は、主発振器出力増幅器ＭＯＰＡ（ｍａｓｔｅ
ｒ　ｏｓｃｉｌｌａｔｏｒ　ｐｏｗｅｒ　ａｍｐｌｉｆｉｅｒ）を備える。ＭＯＰＡ構成
は当技術分野で周知である。
【００９３】
　微細構造光ファイバは、たとえば上記に引用された従来技術文献に説明されているよう
な、スーパーコンティニューム生成に適した任意の微細構造光ファイバとすることができ
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る。
【００９４】
　有利には、広帯域源の光ポンプ源および微細構造光ファイバは、少なくとも約２００ｎ
ｍ、好ましくは少なくとも約５００ｎｍ、たとえばオクターブに及ぶ広帯域光パルスを生
成するように構成される。
【００９５】
　有利には、微細構造光ファイバは、好ましくは自由空間光通信の使用なしに、送達ファ
イバに接続されたコネクタ部材に接続された孔を備える。
　一実施形態では、たとえば米国特許出願公開第２０１２／１９５５５４号明細書に説明
されているように、孔を備える微細構造光ファイバが送達ファイバに接合される。
【００９６】
　一実施形態では、微細構造光ファイバは、送達ファイバに対して突合せ接続によって接
続され、任意選択で、コネクタ部材、もしくはコールド・スプライス（ｃｏｌｄ　ｓｐｌ
ｉｃｅ）などの接合によって接続され、または、孔が微細構造光ファイバの端部でつぶさ
れる。
【００９７】
　一実施形態では、微細構造光ファイバは、Ａ．Ｄ．ヤブロン（Ａ．Ｄ．Ｙａｂｌｏｎ）
およびＲ．ビセ（Ｒ．Ｂｉｓｅ）による「ＧＲＩＮファイバ・レンズを使用した低損失高
強度微細構造ファイバ融着スプライス（Ｌｏｗ－Ｌｏｓｓ　Ｈｉｇｈ－Ｓｔｒｅｎｇｔｈ
　Ｍｉｃｒｏｓｔｒｕｃｔｕｒｅｄ　Ｆｉｂｅｒ　Ｆｕｓｉｏｎ　Ｓｐｌｉｃｅｓ　Ｕｓ
ｉｎｇ　ＧＲＩＮ　Ｆｉｂｅｒ　Ｌｅｎｓｅｓ）」、Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　
ｏｆ　Ａｍｅｒｉｃａ，　ＯＣＩＳ　ｃｏｄｅｓ：（０６０．２３１０）Ｆｉｂｅｒ　ｏ
ｐｔｉｃｓ、２００４年に説明されているように、屈折率分布ファイバ配置（ＧＲＩＮ：
ｇｒａｄｉｅｎｔ　ｉｎｄｅｘ　ｆｉｂｅｒ　ａｒｒａｎｇｅｍｅｎｔ）を使用して送達
ファイバに接続される。
【００９８】
　一実施形態では、広帯域源は、広帯域光パルスをフィルタリングするためのバンド・パ
ス・フィルタを備え、バンド・パス・フィルタは、好ましくは同調可能バンド・パス・フ
ィルタであり、好ましくは、格子ベースのフィルタ、プリズム、または音響光学同調可能
フィルタ（ＡＯＴＦ：ａｃｏｕｓｔｏ－ｏｐｔｉｃ　ｔｕｎａｂｌｅ　ｆｉｌｔｅｒ）か
ら選択される。そのようなバンド・パス・フィルタは当業者には周知である。
【００９９】
　有利には、バンド・パス・フィルタは、微細構造光ファイバと送達ファイバとの間に位
置付けられる。
　一実施形態では、送達ファイバは、広帯域光パルスのバンド・パスでフィルタリングさ
れた部分を受け取り、広帯域光パルスの受け取られた部分の少なくとも一部を装置に対し
て自由空間光通信なしに送達するように配置される。
【０１００】
　一実施形態では、フィルタは、選択的に複数の波長または波長範囲を選択し送達ファイ
バに対して選択された波長を送信するように構成された、同調可能光バンド・パス・フィ
ルタである。
【０１０１】
　ポンプ源が、ポンプ・パルス繰返し率でポンプ・パルスを生成するように動作可能であ
り、広帯域源が、ポンプ源と微細構造光ファイバとの間に配置されたパルス・ピッカを備
える、実施形態において、パルス・ピッカは、ポンプ源により生成されたポンプ・パルス
繰返し率を低減するようにパルスを選出するように動作可能であり、したがって、低減さ
れたポンプ・パルス繰返し率が微細構造光ファイバに対して入射される。
【０１０２】
　本発明はまた、上述されたような広帯域源を備える広帯域源システムを含み、広帯域源
システムは、異なる送信特性を有する複数の送達ファイバ・アセンブリを備え、送達ファ
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イバ・アセンブリの各々は、入力端コネクタ部材および送達端コネクタ部材を備える。そ
れにより、ユーザは、特定の使用のために送達ファイバ・アセンブリを選択し、別の使用
のために別の送達ファイバ・アセンブリに切り替えることができる。それぞれの送達ファ
イバ・アセンブリは、有利には、異なる手順の実行用に設計され、ユーザは、比較的簡易
に送達ファイバ・アセンブリを切り替えることができる。
【０１０３】
　本発明はまた、光を装置に対して供給するためのスペクトル・エンジン源に関し、スペ
クトル・エンジン源は、
　・少なくとも１つの波長と異なる波長を有するレーザ・ビームを放出する２つ以上のレ
ーザと、
　・マルチプレクサと、
　・送達ファイバと
を備える。
【０１０４】
　したがって、スペクトル・エンジンは、異なる波長または波長帯を有するレーザ・ビー
ムを放出する複数のレーザを備え得る。
　マルチプレクサは、レーザの各々のレーザ・ビームの少なくとも部分を受け取り、受け
取られた光を多重化ビームにコリメートするように構成される。送達ファイバは、多重化
ビームを受け取り、受け取られた多重化ビームの少なくとも一部を装置に対して送達する
ように配置され、送達ファイバは、長さと、光を入射するための入力端と、光を送達する
ための送達端とを有する。送達ファイバは、その長さに沿って、コア領域と、コア領域を
包囲するクラッド領域とを備え、コア領域は、最大で約１５μｍの直径を有し、クラッド
領域は、屈折率Ｎｂｇを有するクラッド・バックグラウンド材料と、最大でＮｉｎｃの屈
折率を有し、送達ファイバの長手軸の長さに延びる固体材料の介在物の形態の複数の微細
構造物とを備え、Ｎｉｎｃ＜Ｎｂｇであり、クラッド領域内の複数の介在物は、コア領域
を包囲する介在物の少なくとも２つのリングを備える断面パターンに配置され、好ましく
は、送達ファイバは、２つ以上のレーザの各々の波長の少なくとも一部を備える波長を備
える伝送帯域幅を有する。
【０１０５】
　送達ファイバは、上述された通りであってよい。
　レーザは、ファイバ・レーザまたは半導体ダイオードレーザなど、任意の種類のレーザ
であってよい。
【０１０６】
　一実施形態では、２つ以上のレーザから放出されるレーザ・ビームのうちの少なくとも
１つは、約５０ｎｍ以下、たとえば約２５ｎｍ以下、たとえば約５ｎｍ以下の帯域幅を有
する。
【０１０７】
　一実施形態では、２つ以上のレーザから放出されるレーザ・ビームのうちの１つは、５
００ｎｍ未満の少なくとも１つの波長を備え、２つ以上のレーザから放出されるレーザ・
ビームのうちの１つは、８００ｎｍを上回る少なくとも１つの波長を備える。
【０１０８】
　一実施形態では、スペクトル・エンジンは、少なくとも３つのレーザを備え、レーザの
うちの第１のレーザは、４５０ｎｍ未満の少なくとも１つの波長を備えるレーザ・ビーム
を放出するように適合され、レーザのうちの第２のレーザは、５００ｎｍから７００ｎｍ
までの範囲の少なくとも１つの波長を備えるレーザ・ビームを放出するように適合され、
レーザのうちの第３のレーザは、８００ｎｍを上回る少なくとも１つの波長を備えるレー
ザ・ビームを放出するように適合される。
【０１０９】
　本発明はまた、上述されたように備える広帯域源またはスペクトル・エンジン源を備え
る装置に関する。装置は、送達ファイバから光を受け取るように配置された光導波路を備
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え、光導波路は、送達ファイバの送達端のコネクタ部材と嵌合されるように構成されたコ
ネクタ部材を備え、光導波路は、好ましくは光ファイバである。
【０１１０】
　装置は、たとえば、ターゲットを照明するように構成された照明装置であり、照明装置
は、好ましくは、顕微鏡、分光器、または内視鏡から選択される。
　有利には、照明源は、蛍光イメージング；蛍光寿命イメージング（ＦＬＩＭ）；全内部
反射蛍光（ＴＩＲＦ）顕微鏡；蛍光共鳴エネルギー移動（ＦＲＥＴ）；パルス・インター
リーブ励起促進共鳴エネルギー移動（ＰＩＥ－ＦＲＥＴ）；広帯域分光法；ナノフォトニ
クス；フロー・サイトメトリー；計測などの工業検査；ガス検知などのリングダウン分光
法；ハイパースペクトル分光法、たとえば果物の作物分析、飛行時間分光法（ＴＣＳＰＣ
）などの分析分光法；１分子イメージング；および／またはこれらの組合せに対して適合
される。１つの実施形態では、送達ファイバは、顕微鏡におけるいわゆる光ガイドの役割
をする。
【０１１１】
　一実施形態では、装置は、計測装置であり、装置は、好ましくは、照明されたターゲッ
トからの信号を収集するように構成されたダブル・クラッド送達ファイバを備える。
　一実施形態では、装置は、融着カプラを備える少なくとも１つの送達ファイバ・アセン
ブリ、および／または融着スプリッタを備える少なくとも１つの送達ファイバ・アセンブ
リを備える。
【０１１２】
　一実施形態では、照明源は、融着カプラを備える少なくとも１つの送達ファイバ・アセ
ンブリ、および／または融着スプリッタを備える少なくとも１つの送達ファイバ・アセン
ブリを備え、送達ファイバは、少なくとも約２００ｎｍ、好ましくは少なくとも約５００
ｎｍ、たとえばオクターブの伝送帯域幅を有する。
【０１１３】
　範囲および好ましい範囲を含む上述された発明および発明の実施形態のすべての特徴は
、それらの特徴を組み合わせない特定の理由が存在しない限り、本発明の範囲内において
様々に組み合わされ得る。
【０１１４】
　本発明の上記および／または追加の目的、特徴、および利点は、添付の図面を参照して
、本発明の実施形態の以下の例示的で非限定的な詳細な説明により、さらに明らかにされ
る。
【図面の簡単な説明】
【０１１５】
【図１ａ】本発明の送達ファイバ・アセンブリの実施形態の送達ファイバの断面図。
【図１ｂ】図１ａに示されるような送達ファイバのための伝送損失スペクトルの形態の波
長プロファイルを示す図。
【図１ｃ】暗い領域はホウ素など別の材料でドープされた介在物である、ＰＭファイバの
例を示す図。
【図１ｄ】本発明によるファイバに関する長波長伝送端および短波長伝送端対ピッチの例
を示す図。
【図２】本発明の送達ファイバ・アセンブリの実施形態の一部の斜視図。
【図３】本発明の広帯域源の実施形態の概略図。
【図４】本発明の広帯域源の別の実施形態の概略図。
【図５】本発明の広帯域源のさらに別の実施形態の概略図。
【図６】干渉計の形態の本発明の装置の実施形態の概略図。
【図７】別のタイプの干渉計の形態の本発明の装置の実施形態の概略図。
【図８】本発明のスペクトル・エンジン源の実施形態の概略図。
【図９】本発明のスペクトル・エンジン源の別の実施形態の概略図。
【図１０】本発明の実施形態の装置の図。
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【図１１】本発明の実施形態の別の装置の図。
【発明を実施するための形態】
【０１１６】
　図面は概略であり、明確にするために簡略化されることがある。全体を通して、同一ま
たは対応する部分に対して同じ参照番号が使用されている。
　図１ａは、送達ファイバ・アセンブリの送達ファイバ５の断面を示す。送達ファイバ５
は、屈折率Ｎｃｏｒｅを有するコア領域を備える。コアは、クラッド領域によって包囲さ
れ、クラッド領域は、屈折率Ｎｂｇを有するバックグラウンド材料と、最大でＮｉｎｃの
屈折率を有し、送達ファイバの長手軸の長さに延びる固体材料の介在物２ａ、２ｂの形態
の複数の微細構造とを備え、Ｎｉｎｃ＜Ｎｂｇである。クラッド領域内の複数の介在物２
ａ、２ｂは、コア領域を包囲する介在物の少なくとも６つのリングを備える断面パターン
に配置される。図示された実施形態では、介在物２ａの３個の半径方向に最も内側のリン
グは、介在物２ｂの３個の半径方向に最も外側のリングよりも小さい屈折率を有する。図
示された実施形態では、介在物は、実質的に等しい直径を有する。上記に説明されたよう
に、いくつかの用途では、介在物のあるリングが介在物の別のリングに対して異なる直径
を有することが有利であり得る。
【０１１７】
　図１ｂは、介在物の６つのリングを有する図１に示された送達ファイバに対応するが、
すべての介在物が同じ屈折率を有する、ファイバの伝送損失スペクトルを示す。この例で
はコアは、１０μｍの直径を有し、介在物は、６３５ｎｍで、コアおよびクラッド・バッ
クグラウンド・シリカ材料の屈折率よりも１．２％低い屈折率を有する。クラッド内の介
在物の間の中心間距離（ピッチとしても知られる）は６μｍであり、介在物の直径は３μ
ｍである。
【０１１８】
　スペクトルは、広帯域スペクトル光源からファイバを通して光を送り、結合損失を分離
するようにカットバックを行うことによって得られる。約１４００ｎｍにおけるピークは
、吸水によるものである。送達ファイバは、送達ファイバの伝送帯域幅全体においてシン
グル・モードである。送達ファイバは、約４２５ｎｍから約１５００ｎｍに及ぶ非常に広
い伝送帯域幅を有することが見られる。
【０１１９】
　図１ｃに示される送達ファイバは、屈折率Ｎｃｏｒｅを有するコア領域を備えるＰＭフ
ァイバの例である。コアは、クラッド領域によって包囲され、クラッド領域は、屈折率Ｎ

ｂｇを有するバックグラウンド材料と、最大でＮｉｎｃの屈折率を有し、送達ファイバの
長手軸の長さに延びる固体材料の介在物７ａ、８ｂの形態の複数の微細構造とを備え、Ｎ

ｉｎｃ＜Ｎｂｇである。クラッド領域内の複数の介在物７ａ、７ｂは、コア領域を包囲す
る介在物の少なくとも６つのリングを備える断面パターンに配置される。図示された実施
形態では、他の介在物７ａよりも高い屈折率を有するいくつかの介在物ｂが、応力要素を
形成するために２つの対向するクラスタに配置されている。より高い屈折率を有する介在
物７ｂは、たとえばホウ素でドープされる。
【０１２０】
　送達ファイバの一実施形態では、ピッチ（Λ）に対するクラッド内の介在物の直径（ｄ
）が、送達ファイバのガイド特性に対して大きな影響を与え得ることが見出されている。
一実施形態では、伝送損失は、ｄ／Λが約０．４未満である場合に大きい。一実施形態で
は、ファイバは、ｄ／Λが約０．６より大きい場合にマルチモードである。
【０１２１】
　本発明の一実施形態では、送達ファイバのピッチ（Λ）が、送達ファイバのスペクトル
伝送帯域幅に対して大きな影響を有し得ることが見出されている。
　特に、短波長伝送端がピッチの上限を設定し、この限界は、必要とされる短波長端と共
に増大し、したがって、たとえば、３００ｎｍの短波長端は６μｍ未満のピッチを必要と
するのに対し、６００ｎｍの短波長端は９μｍ未満のピッチを必要とすることが見出され
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た。
【０１２２】
　さらに、長波長伝送端がピッチの下限を設定し、この限界は、必要とされる長波長端と
共に増大し、したがって、たとえば、８００ｎｍの長波長端は少なくとも３．２μｍのピ
ッチを必要とするのに対し、１５００ｎｍの長波長端は少なくとも６μｍのピッチを必要
とすることが見出された。
【０１２３】
　図１ｄは、ピッチを示し、約０．５のｄ／Λを有する本発明によるファイバに関する長
波長伝送端（２０１）および短波長伝送端（２０２）対ピッチの例を示す。
　一例では、送達ファイバのモード・フィールド径は、５００ｎｍにおける約８．０μｍ
から９００ｎｍにおける約９．０μｍへ変化する。一実施形態では、ファイバのモード・
フィールド径は、５００ｎｍから９００ｎｍで約２０％未満変化する。
【０１２４】
　図２は、送達ファイバ５およびコネクタ部材６を備える送達ファイバ・アセンブリの一
部を示し、コネクタ部材６は、送達端５ａを備える送達ファイバの送達端部分において送
達ファイバに対して取り付けられる。見られるように、送達ファイバは、ポリマー保護コ
ーティングなどの保護コーティングを備える。
【０１２５】
　コネクタ部材は、有利には、従来技術では光標準ファイバの端部を終端するために一般
的に使用され、低損失の２つの標準光ファイバの容易な接続および切断を可能にするタイ
プの光ファイバ・コネクタである。
【０１２６】
　取り付け中、光ファイバは、典型的には光コネクタ部材の内側に揃えられ、したがって
、光送達ファイバのコア領域が、コネクタ部材のコネクタ面の内側で中央にされる。偏光
または偏波保持ファイバについて、偏光軸が所定の平面にあるようにファイバを回転させ
ることも可能である。さらに、ファイバの端部ファセットが、コネクタ部材の出力面にあ
ることが確実にされる。これは、たとえば、コネクタおよびファイバ端部ファセットを研
磨することによって達成される。
【０１２７】
　出力端でコネクタ部材を有する送達ファイバ・アセンブリを介して光が送られる場合、
光の位置がコネクタ部材の出力から放出されることはよく知られている。標準のすべて固
体のシングル・モード・ファイバに関して、光は、その焦点面を有し、それによりコネク
タの出力面でウエストとなる。
【０１２８】
　多くの異なるタイプのコネクタ、たとえば、ＦＣ、Ｅ－２０００、ＳＭＡコネクタ、な
らびにビーム拡張が組み込まれたコネクタが市場に導入されている。
　低損失および高出力処理を有するファイバ・コネクタ部材は、有利なことに、たとえば
最大で１００ｍＷまたはさらに最大で数ワットの平均パワーを処理できるはずなので、そ
のようなファイバ・コネクタ部材を使用することが望ましい。
【０１２９】
　図３に示される広帯域源１０は、広帯域レーザ・パルス発生器１を備え、広帯域レーザ
・パルス発生器１は、ポンプ・パルスを生成するように動作可能な図示されない光ポンプ
源と、ポンプ光の供給があると広帯域光パルスを生成するための図示されない微細構造光
ファイバとを備え、光ポンプ源は、ポンプ・パルスを微細構造光ファイバに対して入射す
るように配置されている。図示された実施形態では、広帯域レーザ・パルス発生器１は、
デンマーク所在のエヌケイティー・フォトニクス（ＮＫＴ　Ｐｈｏｔｏｎｉｃｓ）によっ
て販売されるＳｕｐｅｒＫ（商標）システムの形態である。広帯域源は、上述されたよう
に固体介在物を備える送達ファイバ５をさらに備える。送達ファイバ５は、広帯域光パル
スの少なくともいくつかの少なくとも部分を受け取るように配置される。図示された実施
形態では、広帯域源１０は、光学コンポーネント３、好ましくは、広帯域レーザ・パルス



(20) JP 6835752 B2 2021.2.24

10

20

30

40

50

発生器１と送達ファイバ５との間に配置されたフィルタ３を備える。光学コンポーネント
３は、たとえば、偏光子、スペクトル・フィルタ（好ましくは同調可能）、および／また
はビーム・スプリッタである。
【０１３０】
　送達ファイバ５の出力端部分において、送達ファイバは、たとえば上述されたようにコ
ネクタ部材６を備える。コネクタ部材６は、有利には、上述されたように、広帯域光パル
スの受け取られた部分の少なくとも一部を装置に対して送達するように構成される。
【０１３１】
　図４に示される実施形態では、広帯域源１０は、ここでは第１の送達ファイバと呼ばれ
る送達ファイバから光を受け取るように配置された光導波路に結合される。この実施形態
では、第１の送達ファイバから光を受け取るように配置された光導波路は、第２の送達光
ファイバ２２と、第２の送達ファイバ入口端コネクタ部材２１と、第２の送達ファイバ出
力端終端ユニット２３とを備える追加的送達アセンブリの形態である。以下で第１の送達
ファイバ・アセンブリ５、６と呼ばれる送達ファイバ・アセンブリ５、６のコネクタ部材
６は、嵌合スリーブ２０を使用して第２の送達ファイバ入口端コネクタ部材２１に接続さ
れる。
【０１３２】
　嵌合スリーブを使用することによって、コネクタは、第１および第２の送達ファイバ５
、２２のコア領域を機械的に結合し、したがって、光が第１の送達ファイバ５から第２の
送達ファイバ２２へ低損失で通過することができる。
【０１３３】
　好ましくは、コネクタ部材はばね装荷され、したがって、コネクタ部材６、２１が嵌合
されたときにファイバ面が互いに押圧される。得られたガラス同士またはプラスチック同
士の接触は、接合されたファイバ間の空隙によって引き起こされる信号損失を解消する。
【０１３４】
　ファイバ終端ユニット２３は、有利には、コネクタ部材、コリメータ、ボール・レンズ
、グリン（ｇｒｉｎ）・レンズ、または任意の他の適した終端ユニットである。
　第２の光送達ファイバ２２は、原則的に、任意の種類の光ファイバとすることができ、
好ましくは、比較的広い伝送帯域幅、たとえば少なくとも約２００ｎｍ以上を有し、好ま
しくは、第２の光送達ファイバ２２の伝送帯域幅は、第１の送達ファイバ５の伝送帯域幅
と少なくとも部分的に重なる。
【０１３５】
　一実施形態では、第２の光送達ファイバ２２は、第１の送達ファイバ５と実質的に同一
である。
　一実施形態では、広帯域レーザ・パルス発生器１および第１のファイバ送達アセンブリ
５、６を備える広帯域源１０は、第２のファイバ送達アセンブリ２１、２２、２３を交換
することなく、交換されることが可能であり、逆も同様である。
【０１３６】
　一実施形態では、広帯域源１０および第２のファイバ送達アセンブリ２１、２２、２３
が装置に対して組み込まれ、代替的には、第２のファイバ送達アセンブリ２１、２２、２
３が装置に対して組み込まれると共に、広帯域源１０が、コネクタ部材６、２１間の接続
を介して装置に対して光を供給するように配置される。そのような装置の例は、顕微鏡、
バイオ・イメージング・システム（たとえば、ＯＣＴ、ＳＬＯ、ＳＴＥＤ、ＣＡＲＳ、お
よび光音響システムなど）、アライメントまたはオーバレイ・システム、および製造装置
（たとえば、半導体製造装置など）である。本発明のこの実施形態は、広帯域源１０が、
サービスに対して容易に切断できること、および／または、たとえば装置の残りの部分か
ら切断することがより難しいことがある第２のファイバ・アセンブリ２１、２２、２３と
は独立して、交換され得ることを可能にする。たとえば、本発明の実施形態の広帯域源を
構成するスーパーコンティニューム源および第１のファイバ送達アセンブリが、第１のモ
ジュールに含まれることが可能であり、また、第２のファイバ・アセンブリ２１、２２、
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２３が、第２のモジュール、たとえば、半導体ウエハ・スクライビング・システム内のア
ライメント・センサなどの一部となる。この例では、本発明は、半導体ウエハ・スクライ
ビング・システムのモジュール構築を可能にする。半導体ウエハ・スクライビング・シス
テムが故障した場合、障害が起きた特定のモジュールにエラーを見つけ出すことができ、
このモジュールは、他のモジュールと独立して交換され得る。これは、両方のモジュール
を同時に交換した場合に比べて、半導体ウエハ・スクライビング・システムのリスク管理
を改善する。
【０１３７】
　一実施形態では、第２のファイバ送達アセンブリ２１、２２、２３は、バイオ医療イメ
ージングまたは手術用途に使用される。そのような実施形態の例は、内視鏡検査、大腸内
視鏡検査、鼻鏡検査、および気管支鏡検査、ならびに第２の光ファイバの一部が人間また
は動物の体の内側に入る他の用途を含む。そのような実施形態では、図３に示されるよう
な広帯域源１０は、上述されたように接続部材２１に容易に接続され得る。
【０１３８】
　一実施形態では、第２のファイバ送達アセンブリは、使用前に滅菌される。
　一実施形態では、第２のファイバ送達アセンブリは使い捨てできる。
　図５は、本発明の広帯域源の別の実施形態の概略図である。広帯域システム１０は、上
述された通りであってよく、第２の光送達ファイバ・アセンブリ２１、２２、２３は、図
４で説明された通りであってよい。
【０１３９】
　ファイバ終端ユニット２３は、有利には、サンプル３０に向かって光を集束させるため
のコリメータであり、またはこれを備える。
　有利には、第２のファイバ送達アセンブリ２１、２２、２３は、装置に組み込まれ、広
帯域源１０は、任意選択で、装置内の組込みモジュールとして配置され、コネクタ部材６
、２１間の接続を介して装置に対して光を供給するように配置される。源１０は、光検出
器３４を備え、または光検出器に光学的に接続され、光学コンポーネント３は、サンプル
に反射されファイバ５および２２によりガイドされた光３３の一部分を導くように配置さ
れた追加のフィルタ３２を備える。追加のフィルタは、有利にはスプリッタである。
【０１４０】
　一実施形態では、送達ファイバ５および第２の光ファイバ２２は、ダブル・クラッド・
ファイバである。それにより、サンプルにより反射された光３１の一部分は、第２の光送
達ファイバ・アセンブリ２１、２２、２３および第１の送達ファイバ・アセンブリ５、６
を介して光検出器に対してガイドされ得る。一実施形態では、送達ファイバ５および第２
の光ファイバ２２は、少なくとも０．１、たとえば少なくとも０．１５、たとえば少なく
とも０．２２のＮＡを有するクラッドを備える。また、この実施形態では、ファイバ５、
２２は、試験中のサンプルから反射されている光３１の一部をガイドする。
【０１４１】
　一実施形態では、光学コンポーネント３は、サンプルから反射されファイバ３３により
ガイドされた光を、広帯域源からの光の少なくとも一部から分離するための手段を備える
。そのような手段は、たとえばビーム・スプリッタ３２である。
【０１４２】
　代替実施形態では、たとえば、第１の送達ファイバの入力端においてダブル・クラッド
・ファイバ・カプラを提供することによって、スプリッタの代わりにダブル・クラッド・
ファイバ・カプラが適用される。ダブル・クラッド・ファイバ・カプラは、有利には、た
とえば、カプラの２つのポート上のマルチモード・ダブル・クラッド・ファイバ、および
他の２つのポート上のシングル・モード・ダブル・クラッド・ファイバを備える２×２ポ
ート構造、たとえばソーラボ（Ｔｈｏｒｌａｂｓ）により提供されるＤＣ１３００　ＬＥ
Ｂなどを有することによって、コアおよびクラッド光を分離するように構成される。原則
的に、反射された光の一部または全部が、広帯域源からの光の大部分から分離され得るが
任意の他の手段が当業者に分かり得る。
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【０１４３】
　有利には、反射および分離された光は、光検出器３４、たとえばフォトダイオードまた
は分光計などに対して送信される。
　図６は、たとえば、光コヒーレンス・トモグラフィ（ＯＣＴ）で使用するため、たとえ
ば、内部組織の可視化のための、干渉計の形態での本発明の装置の実施形態の概略図であ
る。干渉計は、融着カプラ送達ファイバ・アセンブリ１０５ｂ、１０６ｂを備える第１の
送達ファイバ・アセンブリ１０５ａ、１０６ａを備え、第１の送達ファイバ・アセンブリ
１０５ａ、１０６ａおよび融着カプラ送達ファイバ・アセンブリ１０６ｂがコンポーネン
ト部１００において融着される。干渉計は、広帯域源を備え、広帯域源は、ポンプ・パル
スを生成するように動作可能な光ポンプ源１０１ａと、光ポンプ源１０１ａからのポンプ
・パルスの供給があると広帯域光パルスを生成するための気孔微細構造光ファイバ１０１
ｂと、上述されたような固体介在物を備える送達ファイバ１０５ａおよびやはり上述され
たようなコネクタ部材１０６ａを備える第１の送達ファイバ・アセンブリ１０５ａ、１０
６ｂとを備える。第１の送達ファイバ・アセンブリ１０５ａ、１０６ａは、有利には上述
されたコネクタ部材と同様である送達ファイバ・コネクタ部材１０６ｃと、端部キャップ
接続部材１０１ｃとを介して、微細構造光ファイバに接続される。端部キャップ接続部材
１０１ｃにおいて、気孔微細構造光ファイバ１０１ｂの数ｍｍ未満に沿った気孔がつぶさ
れ、図示されないレンズにより光ビームがコリメートされる。送達ファイバ・コネクタ部
材１０６ｃおよび端部キャップ接続部材１０１ｃは、嵌合スリーブ２０ｃによって嵌合さ
れ一緒に保持される。代替実施形態では、気孔微細構造光ファイバ１０１ｂは、接合によ
って、および／または上述されたようにＧＲＩＮ（グリン）レンズを使用することによっ
て、送達ファイバ１０５に接合される。
【０１４４】
　干渉計は、有利には上述された第２のファイバ・アセンブリ２１、２２、２３と同様で
ある第２のファイバ・アセンブリ２１ａ、２２ａ、２３ａを備え、コネクタ部材１０６ａ
、２１ａは、嵌合スリーブ２０ａによって接続され一緒に保持される。
【０１４５】
　融着カプラ送達ファイバ・アセンブリ１０５ｂ、１０６ｂは、有利には上述された第２
のファイバ・アセンブリ２１、２２、２３と同様である第３のファイバ・アセンブリ２１
ｂ、２２ｂ、２３ｂに接続され、コネクタ部材１０６ｂ、２１ｂは、嵌合スリーブ２０ｂ
により接続され一緒に保持される。干渉計は、ファイバ終端ユニット２３ｂを介して放出
された光を反射するように配置されたミラー４０または別の参照ユニットをさらに備える
。代替実施形態では、参照ユニットは、装置に含まれないがユーザにより選択され得る。
【０１４６】
　融着カプラ送達ファイバ・アセンブリ１０５ｂはさらに、分光計などの検出器１２４に
接続される。広帯域源は、当技術分野で周知のような、１つまたは複数の同調可能または
同調不能フィルタ、および／またはパルス・ピッカ、１つまたは複数の増幅器を備えてよ
い。
【０１４７】
　一般に、カプラは、光が一方のトップ・アームから他方のトップ・アームへ（または、
ボトム・アームから他方のボトム・アームへ）まっすぐ進むバー・ポートと、光がトップ
・アームからボトム・アームへ進むかまたはその逆のクロス・ポートとを有する。しばし
ば、カプラは非常に低い損失をほぼ有するので、すべての光がバー・ポートまたはクロス
・ポートに送られる。この実施形態では、２つのトップ・アームは、コンポーネント部１
００の両側で送達ファイバ１０５ａによって提供され、ボトム・アームは、コンポーネン
ト部の両側で送達ファイバ１０５ｂによって提供される。バー・ポートおよびクロス・ポ
ートはコンポーネント部１００によって提供される。バー・ポートはｘの伝送係数を有し
、クロス・アームは（１－ｘ）の伝送係数を有する。伝送係数は、カプラがどの方向に横
断するかに関わらず、同じである。
【０１４８】
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　使用中、広帯域光パルスは、送達ファイバ１０５ａに送信され、微細構造光ファイバに
最も近い送達ファイバ１０５ａの端部で図にマークされているように、光パルスパワーは
、１００％＝「１」に設定される。融着コンポーネント部１００において、光（ｘ）の一
部は、さらに送達ファイバ１０５ａを介して送信され、光（１－ｘ）の一部は、さらに融
着カプラ送達ファイバ１０５ｂを介して送信される。
【０１４９】
　融着コンポーネント部１００から送達ファイバ１０５ａを介して送信された光部分（Ｘ
）は、第２のファイバ・アセンブリ２１ａ、２２ａ、２３ａに対してファイバ終端ユニッ
ト２３ａを介して送信され、光パルスは、サンプル３０に向かって放出され、反射された
光３１ａは、送られた光が融着コンポーネント部１００に達するまで、第２のファイバ２
２ａおよび送達ファイバ１０５ａを介して反対方向に送信される。そこから、送られた光
の一部分が、さらに融着カプラ送達ファイバ１０５ｂを介して検出器１０４に対して送信
される。
【０１５０】
　融着コンポーネント部１００から融着カプラ送達ファイバ１０５ｂを介して送信された
光部分（１－Ｘ）は、第３のファイバ・アセンブリ２１ｂ、２２ｂ、２３ｂに対してファ
イバ終端ユニット２３ｂを介して送信され、光パルスは、ミラー４０に向けて放出され、
反射された光３１ｂは、送られた光が融着コンポーネント部１００に達するまで、第３の
ファイバ２２ｂおよび融着カプラ送達ファイバ１０５ｂを介して反対方向に送信される。
そこから、送られた光の一部分が、さらに融着カプラ送達ファイバ１０５ｂを介して検出
器１０４に対して送信される。有利には、ミラーは、実質的に、それに入射をする光のす
べてを反射する。
【０１５１】
　説明されたように、干渉計は、２つの干渉計アームを有し、１つは、光をサンプルに対
してガイドし、反射された光を再送信し、１つは、光を参照ユニット（たとえばミラー）
に対してガイドし、反射された光を再送信する。一実施形態では、一方の干渉計アームは
、組織サンプル上に集束され、Ｘ－Ｙ長手方向ラスター・パターンでサンプルを走査する
ように構成される。他の干渉計アームは、参照ミラーにより跳ね返らされる。
【０１５２】
　組織サンプルからの反射された光は、参照からの反射された光と組み合わされる。
　図６に示された実施形態で上述されたように、光は、広帯域レーザから進み、カプラの
クロス・ポートを通過してミラー４０に達する。光は、ミラーから反射され、カプラのバ
ー・ポートを通って戻って、検出器１２４に達する。反射が無損失と仮定すると、経路全
体に対する伝送係数は、２つの伝送係数の積、すなわちｘ（１－ｘ）である。
【０１５３】
　図７は、コンバイナを備える本発明の送達ファイバの実施形態の概略図である。
　有利には、送達ファイバ１０５ａ、１０５ｂ、２２ａ、２２ｂのすべてが、上述された
ように介在物の形態の微細構造を備えるすべて固体のファイバであり、好ましくは、送達
ファイバ１０５ａ、１０５ｂ、２２ａ、２２ｂのすべては、２００ｎｍ以上の伝送帯域幅
を有し、好ましくは、伝送帯域幅は重なるまたは同一である。
【０１５４】
　図７は、別のタイプの干渉計の形態の本発明の装置の実施形態を概略図であり、これは
、たとえば、光計測に使用され、たとえば、トランジスタおよび相互接続計測用途の薄膜
、ウエハ、光学的限界寸法（ＯＣＤ）、オーバーレイ、およびウエハ応力のためのもので
ある。
【０１５５】
　図７の干渉計の部分は、図６の干渉計の対応する部分に類似している。干渉計は、融着
スプリッタ送達ファイバ・アセンブリ１０５ｂ、１０６ｂを備える第１の送達ファイバ・
アセンブリ１０５ａ、１０６ａを備え、第１の送達ファイバ・アセンブリ１０５ａ、１０
６ａおよび融着スプリッタ送達ファイバ・アセンブリ１０６ｂがコンポーネント部１００
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において融着される。干渉計は、広帯域源を備え、広帯域源は、ポンプ・パルスを生成す
るように動作可能な光ポンプ源１０１ａと、光ポンプ源１０１ａからのポンプ・パルスの
供給があると広帯域光パルスを生成するための微細構造光ファイバ１０１ｂと、上述され
たような固体介在物を備える送達ファイバ１０５ａおよびやはり上述されたようなコネク
タ部材１０６ａを備える第１の送達ファイバ・アセンブリ１０５ａ、１０６ａとを備える
。第１の送達ファイバ・アセンブリ１０５ａ、１０６ａは、サンプル３０ｅおよび参照ユ
ニット４０により反射された反射された光３３の一部分を光検出器３４に向けて導くよう
に配置されたフィルタ３２を介して微細構造光ファイバに接続される。残りの部分は、図
７の例と同様である。
【０１５６】
　図８は、光を装置に対して供給するのに適したスペクトル・エンジン源を示す。スペク
トル・エンジン源は、レーザ・ビーム１２１ａ、１２２ａ、１２３ａをそれぞれ放出する
３つのレーザ１２１、２２２、１２３を備える。レーザ・ビーム１２１ａ、１２２ａ、１
２３ａは、上述されたように少なくとも１つの波長で互いに異なる。
【０１５７】
　レーザ１２１、２２２、１２３は、同じまたは異なるタイプ、たとえば、１つもしくは
複数のガス・レーザ、１つもしくは複数の化学レーザ、１つもしくは複数の金属蒸気レー
ザ、および／または１つもしくは複数の半導体レーザであってよい。
【０１５８】
　スペクトル・エンジン源は、マルチプレクサＭをさらに備え、マルチプレクサＭは、こ
こでは、ビーム１２１ａ、１２２ａ、１２３ａを１つの単一多重化ビームＭに組み合わせ
るように配置されたいくつかのミラーによって示される。マルチプレクサは、レーザの各
々のレーザ・ビームの少なくとも一部分を組み合わせて、受け取られた光を多重化ビーム
にコリメートすることができる任意の種類のマルチプレクサまたはコンバイナであり得る
ことを理解されたい。マルチプレクサＭは、本発明のスペクトル・エンジン源の送達ファ
イバによって受け取られるように十分に近く１２１ａ、１２２ａ、１２３ａをコリメート
する。簡単にするため、送達ファイバは、スペクトル・エンジン源に示されていないが、
送達ファイバは、多重化ビームＭを収集し、受け取られた多重化ビームＭの少なくとも一
部分を装置に対して送達するように配置される。
【０１５９】
　図９は、光を装置に対して供給するのに適した別のスペクトル・エンジン源を示す。ス
ペクトル・エンジン源は、レーザ・ビーム１３１ａ、１３２ａ、１３３ａ、１３４ａ、１
３５ａをそれぞれ放出する５つのレーザ１３１、２３２、１３３、１３４、１３５を備え
る。レーザ・ビーム１３１ａ、１３２ａ、１３３ａ、１３４ａ、１３５ａは、少なくとも
１つの波長で互いに異なる。たとえば、レーザ・ビーム１３１ａは４００～５００ｎｍの
範囲の波長を備えてよく、レーザ・ビーム１３２ａは５００～６００ｎｍの範囲の波長を
備えてよく、レーザ・ビーム１３３ａは６００～７００ｎｍの範囲の波長を備えてよく、
レーザ・ビーム１３５ａは８００～９００ｎｍの範囲の波長を備えてよい。
【０１６０】
　スペクトル・エンジン源は、マルチプレクサＭをさらに備え、マルチプレクサＭは、こ
こでは、ビーム１３１ａ、１３２ａ、１３３ａ、１３４ａ、１３５ａを１つの単一多重化
ビームＭに組み合わせるように配置されたいくつかのミラーによって示される。スペクト
ル・エンジン源はまた、多重化ビームを受け取り、受け取られた多重化ビームＭの少なく
とも一部分を装置に対して送達するための、上述されたような図示されない送達ファイバ
を備える。
【０１６１】
　図１０は、上述されたように、送達ファイバＤＬを有する広帯域源、広帯域源システム
、またはスペクトル・エンジン源から選択された光源ＬＳを備える本発明の実施形態の装
置を示す。装置は、リソグラフィ装置であり、光源ＬＳの送達ファイバから光を受け取る
ように配置された照明システム（照明器）ＩＬを備える。照明器ＩＬは、光源ＬＳから受
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け取られた放射線ビームの角強度分布を調整するための調整器ＡＤを備える。加えて、照
明器ＩＬは、インテグレータＩＮおよび集光器ＣＯなど、様々な他のコンポーネントを備
えてよい。照明器は、放射線ビームを、その断面に望ましい均一性および強度分布を有す
るように調整するために使用されてよい。
【０１６２】
　放射線ビームＢは、支持構造（たとえばマスク・テーブルＭＴ）上に保持されたパター
ニング・デバイス（たとえばマスクＭＡ）に入射をして、パターニング・デバイスによっ
てパターン化される。放射線ビームＢは、マスクＭＡを横切った後、基板Ｗの対象部分Ｃ
上にビームを集束する投射システムＰＳを通過する。第２のポジショナＰＷおよび位置セ
ンサＩＦ（たとえば、干渉計デバイス、リニア・エンコーダ、または容量センサ）を用い
ることにより、基板テーブルＷＴが正確に移動され、たとえば、そうすることで、放射線
ビームＢの経路内に、異なるターゲット部分Ｃを位置決めすることができる。同様に、第
１のポジショナＰＭおよび別の位置センサ（図１に明示されていない）は、たとえばマス
ク・ライブラリからの機械検索の後または走査中に、放射線ビームＢの経路に対してマス
クＭＡを正確に位置決めするために使用されることが可能である。一般に、マスク・テー
ブルＭＴの移動は、第１のポジショナＰＭの一部を形成する長ストローク・モジュール（
粗い位置決め）および短ストローク・モジュール（微細な位置決め）を用いることにより
実現されてよい。同様に、基板テーブルＷＴの移動は、第２のポジショナＰＷの一部を形
成する長ストローク・モジュールおよび短ストローク・モジュールを用いることにより実
現されてよい。（スキャナと対照的に）ステッパの場合、マスク・テーブルＭＴは、短ス
トローク・アクチュエータのみに接続されてよく、または固定されてもよい。マスクＭＡ
および基板Ｗは、マスク・アライメント・マークＭ１、Ｍ２および基板アライメント・マ
ークＰ１、Ｐ２を使用して揃えられ得る。図示された基板アライメント・マークは、専用
のターゲット部分を占めるが、ターゲット部分の間のスペースに位置付けられてもよい（
これらはスクライブ・レーン・アライメント・マークとして知られている）。同様に、複
数のダイがマスクＭＡ上に設けられている状況では、マスク・アライメント・マークはダ
イ間に位置付けられ得る。この装置は、たとえば、米国特許出願公開第２００７／０１３
９２１号明細書に説明されているように動作してよい。
【０１６３】
　図１１は、共焦点走査型顕微鏡として具体化される走査型顕微鏡と、上述されたように
送達ファイバＤＬを有する広帯域源、広帯域源システム、またはスペクトル・エンジン源
から選択された光源ＬＳとを備える、本発明の実施形態の装置を示す。光源ＬＳは、送達
ファイバＤＬを介して照明光ビーム２１１を送達する。
【０１６４】
　走査型顕微鏡は、ＡＯＴＦ２１５として具体化される音響光学コンポーネント２１３備
える。照明光ビーム２１１から選択された光２１２は、音響光学コンポーネント２１３か
ら、ジンバル・マウント走査ミラー１９を含むビーム偏向デバイス１７に到着し、ビーム
偏向デバイス１７は、走査光学システム２２１、管光学システム２２３、および対物レン
ズ２２５を通して、標本２２７上または中へ、照明光ビーム２１１をガイドする。標本か
ら来る検出された光ビーム２２９は、走査光学システム２２１、管光学システム２２３、
および対物レンズ２２５を逆方向に通って移動し、走査ミラー２１９を介して、音響光学
コンポーネント２１３に到着し、音響光学コンポーネント２１３は、検出された光ビーム
２２９を、マルチバンド検出器として具体化された検出器２３１に伝達する。照明光ビー
ム２１１は、図面で実線として示され、検出された光ビーム２２９は、破線として示され
ている。共焦点走査型顕微鏡内に通常設けられる照明ピンホール２３３および検出ピンホ
ール２３５が、網羅性のために概略的に描かれている。しかしながら、より明瞭にするた
めに、光ビームをガイドし成形するためのいくつかの光学要素は省略されている。選ばれ
る波長スペクトルを選択する役割をする音響光学コンポーネント２１３は、ＡＯＴＦ２１
５として構成され、それを音波が通過する。音波は、電気的に作動される圧電音響発生器
２３７によって生成される。調整可能なＨＦスペクトルを示す電磁高周波を生成する高周
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る照明光ビーム２１１の部分のみがビーム偏向デバイス２１７に到達するように選ばれる
。音響励起に影響されない照明光ビーム２１１の他の部分は、ビーム・トラップ２４１内
に導かれる。照明光ビーム２１１のパワー・レベルは、音波の振幅を変化させることによ
り選択され得る。音響光学コンポーネント２１３の水晶切片および配向は、単一結合方向
で、異なる波長が同じ方向に偏向されるように選択される。コンピュータ２４３は、第２
または第３の波長スペクトルを選ぶために使用される。コンピュータ２４３のモニタ２４
７は、スペクトル構成の表示器の役割をする。波長スペクトルのそのスペクトル組成と一
緒の選択は、２つの座標軸Ｘ、Ｙを有する座標系内のグラフＧに基づいて達成される。光
の波長は座標軸Ｘでプロットされ、そのパワー・レベルは座標軸Ｙでプロットされる。
【０１６５】
　コンピュータ２４３は、ユーザの規定に応じて高周波源２３９を制御する。ユーザは、
コンピュータ・マウス２５７を使用して調整を行う。モニタ２４７上にスライダ２５９が
示されており、スライダ２５９は、照明光ビーム１１または検出された光ビーム２２９の
全体的な光パワー・レベルの調整のための役割をする。
【０１６６】
　実施形態は詳細に説明され示されているが、本発明は、それらに限定されず、添付の特
許請求の範囲に規定される主題の範囲内で他の手法で具体化されてもよい。特に、本発明
の範囲から逸脱することなく、他の実施形態が利用されてもよく、構造的および機能的改
変が行われてもよいことを理解されたい。

【図１ａ】 【図１ｂ】
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